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【事業概要】 

 ○教職員定数の改善                    ３４億円（＋１，５９５人） 
  

１ 小学校専科指導の充実など学校の指導体制の充実        １，０５０人 

  ２ 学校の総務・財務業務の軽減による学校の運営体制の強化       ４０人 

  ３ 複雑化・困難化する教育課題への対応                ５０５人 

                           （うち基礎定数増 ３８５人） 
      

 ○教職員定数の自然減                  △９６億円（△４，４５６人） 

 ○教職員給与の見直し                         １３５億円 

 ○教職員の若返り等による給与減                    △９４億円 
 

【新年度の県の対応】 

習熟度別指導、通級指導等の課題に対して加配を要求 

【事業概要】 

○スクール・サポート・スタッフの配置（卒業生の保護者など地域の人材を、学習プリント 

等の印刷などを教員に代わって行う）             －人 ⇒ ３，０００人 

○退職教員や教員志望の大学生などの人材を、補充学習やキャリア教育、若手教員の指導・ 

助言等のため配置                       １１，１００人 ⇒ ７，７００人 

【新年度の県の対応】 

・教員に代わって事務を行う学校運営支援員を全小中学校に配置拡充 

・シニアティーチャーなど本県独自の事業にも積極的に活用 

【事業概要】 

○適切な練習時間や休養日の設定など部活動の適正化を進めている教育委員会を対象に 

部活動指導員を図るため、部活動指導員を配置                   ４，５００人 

【新年度の県の対応】 

単独で指導や引率ができる部活指導員を全中学校７４校、高校９校に配置拡充 

 

平成３０年度政府予算案の概要について（教育庁） 

（ ）内は２９年度当初予算額 

 

○ 義務教育費国庫負担金                 １兆５，２２８億円（１兆５，２４９億円） 

      ・新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革を目指し、学校における指導・運営

体制の強化・充実を図る。 

      

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

○ 補習等のための指導員等派遣事業                       ４３億円（４６億円） 

・多彩な人材が学校の教育活動に参画する取組みを支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 部活動指導員配置促進事業                              ５億円 【新規】 

・教員の負担軽減や質的向上を図るため、部活動への取組みを支援 
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○ いじめ・不登校対応等の推進                        ６１億円 （５８億円） 

・外部専門家を活用した教育相談体制整備・関係機関との連携強化 等 

 

・１・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 学校現場における業務の適正化                         ４億円 （２億円）  

・教員の業務負担軽減および教育の質の向上を図るため、業務改善の取組みを支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 情報活用能力の育成を含む教育の情報化の推進             ０．５億円【新規】 

・児童生徒の学びの質の向上を図るため、遠隔教育システムの活用を促進 

 

 

 

 

 

 

 

【事業概要】 

〇学校現場における業務改善加速事業                １億円（２億円） 

・業務改善加速のための実践研究          

・業務改善アドバイザーの自治体への派遣  ６０地域 

 

 〇統合型校務支援システムの導入実証研究事業            ３億円 【新規】 

   ・都道府県単位での共同調達・運用の促進に係る実証事業を行う。 

 ４ 都道府県 
 

【新年度の県の対応】 

事業内容の情報収集を行い、本県の校務支援システムへの活用を検討していく。 

 

【事業概要】 

 教育相談体制の整備や教育委員会・学校、関係機関の連携による不登校児童生徒へのきめ細 

 かな支援体制を整備 

〇スクールカウンセラーの配置充実 

公立小中学校：２６，７００校（７００校増） 

〇スクールソーシャルワーカーの配置拡充 

小中学校への配置：７，５００人（２，５００人増） 

〇ＳＮＳやアプリ等を活用した相談体制構築のため立ち上げ・準備経費 
   実施主体 ５都道府県等 
     

【新年度の県の対応】 

・スクールカウンセラーを１０名増員し、９０名を全小中学校に配置するとともに、スクー 

 ルソーシャルワーカーを３名増員し、２３名に配置拡充する等、学校への支援体制を強化 

・ＳＮＳ等を活用した相談窓口の開設については、今後の国の動向等を見ながら慎重に検討 

【事業概要】 

〇遠隔教育システムの導入促進に係る実証事業 

実施地域：６地域（委託事業） 
 

【新年度の県の対応】 

事業内容の情報収集を行い、本県の遠隔授業・研修システムへの活用を検討していく。 
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〇職業教育の充実                                １．５億円 （１．７億円）  

・専門高校において、社会の第一線で活躍できる専門的職業人を育成 

 

 

 

 

 

 

○ グローバルに活躍する人材の育成                  １６．８億円（１６．９億円）  

・課題解決能力等の国際的素養を身に付けたグローバル・リーダーを育成する学校を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 高校生等奨学給付金                            １３３億円（１３６億円） 

・低所得世帯（市町村民税所得割非課税世帯）高校生の授業料以外の教育費を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 大学生に対する給付型奨学金制度                   １０５億円 （７０億円）  

・住民税非課税世帯の大学生等を対象とする返済不要の「給付型奨学金」を本格実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業概要】 

(見直し内容) 

  非課税世帯全日制等（第１子）国公立７５，８００円／年⇒８０，８００円／年 (５千円増) 

   【平成３０年度】 

生活保護世帯（全日制・定時制）32,300円／年 

その他の世帯（全日制・定時制）第１子 80,800円／年、第２子以降 129,700円／年 

         〃    （通信制）   36,500円／年 

 

【新年度の県の対応】 

国に合わせて増額し、低所得世帯の経済的負担の軽減を図る。 

【事業概要】 

〇スーパーグローバルハイスクール 全国枠 

        指定校：１２３校 （前年同じ） 

〇小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業 

         国と外部専門機関の連携による英語教員の養成を推進 

 

【新年度の県の対応】 

・今年度の本事業実施校（高志高校）において、引き続き活用していく。 

・小・中・高等学校の教員研修を引き続き実施し、指導力向上を図っていく。 

【事業概要】 

〇スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール  

指定校：２６校⇒３１校 （新規指定校数：１０校） 
 

【新年度の県の対応】 

新たな高校が事業採択されるよう国に働きかけていく。 

【事業概要】 

・給付人員 ２２，８００人 （Ｈ２９：２，８００人） 

  ・給付月額 （対象者）     （給付額） 

国公立大 
自宅 ２万円／月 

自宅外 
３万円／月 

私立大 
自宅 

自宅外 ４万円／月 

児童養護施設出身者 上記に加え一時金２４万円 

【参考】各高校が対象者を推薦（Ｈ３０学校推薦：１０１人） 

２９年度から先行実施 

３０年度から実施 
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【事業概要】 

〇老朽化対策を中心とした教育環境の改善 

    老朽化対策、空調設置、トイレ改修、給食施設整備等を推進 

  〇耐震化及び防災機能強化の推進 等 

      ※小中学校、特別支援学校が対象 

 

【新年度の県の対応】 

   必要な予算の確保に努め、老朽化対策を中心とした教育環境の改善を推進する。 

【事業概要】 

〇放課後児童クラブの整備拡充                       ６５５．７億円（５８７．８億円） 

    ・放課後児童クラブの運営や改修等に対する助成を実施 

    ・放課後児童支援員の認定資格研修を実施 

〇放課後子ども教室の整備拡充 20,000箇所（2,250箇所増）      ４２億円 （４５億円） 

  ・放課後子ども教室の運営や改修等に対する助成を実施 

 

【新年度の県の対応】 

全ての就学児童が放課後を安全・安心に過ごせるよう市町と協力し、環境整備を行っていく。 

 

○ 学校施設の老朽化対策等の推進               ６８２億円（６９０億円） 

      ・安全性、機能性に支障のある老朽施設を改善するなど、教育環境の改善を推進するとともに、

耐震化および防災機能強化に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 放課後子どもクラブ            ６９７．７億円（６３２．８億円） 

・すべての就学児童が放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を実施するための取組 

を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


